
大和市告示第１４８号 

大和市住宅支援給付事業実施要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

平成２５年７月２６日 

                     大和市長 大 木  哲   

 

大和市住宅支援給付事業実施要綱の一部を改正する告示 

大和市住宅支援給付事業実施要綱（平成２４年大和市告示第１９２号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第３号中「６か月」を「６月」に改める。 

第４条第１項中「３か月」「３月」に改め、「とし、第１１条第１項に規定する就職活動を誠実

に行ったにもかかわらず、当該支給期間の満了時の月当たりの収入が、単身世帯にあっては 

８４，０００円に家賃額を加えた額未満の者、２人世帯にあっては１７２，０００円未満の者、３

人以上の世帯にあっては１７２，０００円に家賃額を加えた額未満の者については、申請により３

か月を限度に延長することができるもの」を削り、同条中第２項を第４項とし、第１項の次に次の

２項を加える。 

２ 前項の支給期間は、第１１条第１項に規定する就職活動を誠実に行ったにもかかわらず、当該

支給期間の満了時の月当たりの収入が、単身世帯にあっては８４，０００円に家賃額を加えた額

未満の者、２人世帯にあっては１７２，０００円未満の者、３人以上の世帯にあっては 

１７２，０００円に家賃額を加えた額未満の者については、申請により３月を限度に延長するこ

とができるものとする。 

３ 前項の規定により支給期間の延長をした者で、第２条に規定する対象者の要件（同条第１号の

要件を除く。）を満たすものが、第１１条第３項第１号に掲げる日常・社会生活支援又は同項第

２号に掲げる生活保護受給者等就労自立促進事業を継続して利用している場合は、３月を限度に

支給期間を更に延長することができるものとする。 

第８条第２項中「受給者が第４条第１項」を「住宅支援給付を受給している者（以下「受給者」

という。）が第４条第２項」に、「第２条に規定する対象者であるか」を「第２条に規定する対象

者の要件（同条第１号の要件を除く。）を満たすか」に改め、同条第３項中「の規定による決定を

受けた住宅支援給付又は前項の規定による延長の」を「から第３項までの規定による」に、「これ

らの」を「当該」に、「の延長」を「の延長等」に改め、同項を同条第５項とし、同条第２項の次

に次の２項を加える。 

３ 第４条第２項の規定により支給期間を延長した受給者が、同条第３項の規定により支給期間を



更に延長する場合は、延長した支給期間の最終の月の末日（当該月が３月の場合は、翌月の初日

とする。）までに住宅支援給付支給申請書（期間再延長用）により申請しなければならない。こ

の場合において、市長は、第１１条第１項に掲げる就職活動を誠実に行っているか等を勘案した

上で、支給期間の再延長の可否を決定し、当該受給者に対して住宅支援給付支給決定通知書（期

間再延長用）により通知する。 

４ 前２項の規定により住宅支援給付の支給期間の延長又は再延長（以下「延長等」という。）が

決定された場合における当該住宅支援給付の支給額は、延長等の申請時の収入に基づいて第３条

の規定により算出される額とする。 

第９条第１項中「住宅支援給付を受給している者（以下「受給者」という。）」を「受給者」に

改める。 

第１１条に次の１項を加える。 

３ 第４条第２項の規定による住宅支援給付の支給期間の延長の決定を受けた受給者は、当該決定

の後最初の支給までに、第１項に掲げる就職活動に加え、次に掲げる支援のうち市長が指示する

ものの利用を開始するものとする。 

(1) 日常・社会生活支援（本市が実施する、就労意欲及び就労能力があっても直ちに就労に結び

つきにくい者に対する、就労の際に必要な基本的な日常生活習慣の改善支援、就労の際に役立

つ基礎能力や基礎技能の習得支援等をいう。以下同じ。） 

(2) 生活保護受給者等就労自立促進事業（生活保護受給者等就労自立促進事業の実施について（平

成２５年３月２９日付厚生労働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長通知）に基づき都道

府県が地方公共団体等と連携して実施する事業をいう。以下同じ。） 

第１２条第２項ただし書中「に規定する」を「から第３項までの規定による決定を受けた住宅支

援給付の」に改める。 

第１３条第１項中第１０号を第１２号とし、第３号から第９号までを２号ずつ繰り下げ、同項第

２号中「を拒む」を「に従わない」に改め、同号を同項第４号とし、同項第１号の次に次の２号を

加える。 

(2) 日常・社会生活支援を受けることを求められたにもかかわらず正当な理由なく利用を開始し

ない者又は日常・社会生活支援を受けている者で正当な理由なくその利用を継続しないもの 原

則として当該事実があった月の翌月の家賃相当分から支給を中止する。 

(3) 受給者の能力・適正・就職活動状況等を勘案して、生活保護受給者等就労自立促進事業の候

補者として市長が選定したにもかかわらず、正当な理由なく事業に参加しない者又は当該事業

による支援を受けている者で正当な理由なくこれを継続しないもの 原則として当該事実があ



った月の翌月の家賃相当分から支給を中止する。 

第１４条中「離職した」を「解雇された」に、「前条第１項第４号」を「前条第１項第６号」に

「第５号」を「第７号」に改める。 

附則第３項中「延長」を「延長等をした」に改める。 

別表第１号様式の項から第３号様式の項までの規定中「第５条」の次に「及び第６条」を加え、 

 

 

 

 

 

同表第４号様式の項中「第６条」の次に「及び第７条」を加え、同表中 

第１０号様式 

第１１号様式 

第１２号様式 

第１３号様式 

第１４号様式 

第１５号様式 

第１６号様式 

第１７号様式 

第１８号様式 

  

を 

第１０号様式 

  

住宅支援給付支給申請書（新年度申請用） 第８条 第１１号様式 

住宅支援給付支給変更申請書 第９条 第１２号様式 

住宅支援給付支給変更決定通知書 第９条 第１３号様式 

常用就職届 第１１条 第１４号様式 

住宅支援給付支給停止届 第１２条 第１５号様式 

住宅支援給付支給停止通知書 第１２条 第１６号様式 

住宅支援給付支給再開届 第１２条 第１７号様式 

住宅支援給付支給再開通知書 第１２条 第１８号様式 

住宅支援給付支給中止通知書 第１３条 第１９号様式  

  第２０号様式  

「 

「 
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附 則 

 この要綱は、公表の日から施行する。 

 

住宅支援給付支給申請書（期間再延長用） 第８条 

 に改める。 

住宅支援給付支給決定通知書（期間再延長用） 第８条 

住宅支援給付支給申請書（新年度申請用） 第８条 

住宅支援給付支給変更申請書 第９条 

住宅支援給付支給変更決定通知書 第９条 

常用就職届 第１１条 

住宅支援給付支給停止届 第１２条 

住宅支援給付支給停止通知書 第１２条 

住宅支援給付支給再開届 第１２条 

住宅支援給付支給再開通知書 第１２条 

住宅支援給付支給中止通知書 第１３条 
」 


